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〈論 説〉(醐 叢雛 嬰 貫)
ス ラ ッ フ ァ型 貿 易 論(1)




2.国 際 価値論 の行詰 り
3.新 古典派 の困難
(1)経 済 システ ムの対称 性 と非対称 性




は じ め に
その発展の過程で様 々な変容を引起 こす多様な解釈を許容 し うることがfす
ぐれた理論の証左であるにして も,修 正につ く修 正によって遂にはその理論か
ら牙を抜 くに至 ったその よ うな解釈は修正 されねばな らない。 またそ うして正
統 な解釈が示された として も,そ れ と現実 との距離があま りに も大 きい もので
あ るな らば,理 論 自体 の有効性が疑問 とされねばならない。理論を とりま く現
実が切羽詰 った ものであればあ るほ ど,そ の必要性 は大 きくな る。その ような
ことに こだわ らず,法 則 とは こうい うものだ,で はす まされない。資本主義固
有の法則 とは,具 体的な ものの背後に じっと居坐 ってい るよ うな ものではない
であ ろ う。その よ うに考え るな らば,法 則 とは自己の外に存在す るものになっ
てしま う。 マル クス派貿易論の動 きに国際価値論 とは別 の もう一つの焦点が据
え られたのは,具 体的な ものを少な くとも理論において返還を要求す る試みで
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あ ろ う。
GATT自 由貿 易 原理 を 行動 の指 針 とす る 先 進 国 と,そ れ を告 発す る低 開発
國 とい う図式 は戦 後世 界経 済 を動 か して きた基 本 的構 図で あ る。 自由貿 易 主義
一 色に 塗 り込 め られ た 国際 経 済 秩 序を 改 革す る低 開発 国の 努 力 は,NIEO宣 言
とな って結 実 したが,大 部 分 の低 開発 国 は依 然 として停 滞 に悩 ん でい る。 そ こ
で 発展 し よ うと思 えば,多 国籍 企 業 の生 産基 地 の一一環 に 自国 を位 置づ け るの が
一 番 の近道 とな る
。 しか しそ れ で は経 済 発 展 の起 動力 は 先進 国 に握 られ た まま
であ り,一 国全 体 の発 展 につ な が る ことは稀 であ る。 そ もそ も資本 主義 との接
触 は,周 辺 に 自律 的 な再 生産 構 造 を実現 す る もの で はな く,そ れ とは異 質な経
済構 造 を創 り掛す もので あ った。 この偏 侮 的 な現 実 を射 程 に収 め る ことが で ぎ
なけ れ ば 自己 の経 済 学 が空 回 りしか ね な いほ どの 意 識 を彼 らは もつ。 しか しs
過 去の 理論 に は この よ うな 問題 意 識 に応 え て くれ る武器 を 見 出す ことは で きな
い。 そ こで 自前の理 論 を呈 示す るが,言 葉 がつ い てゆ かず,欠 点 だけ が 浮彫 り
に され,新 古典 派,マ ル ク ス派 の正統 派理 論 に よってrプ 慨 クル ス テ スの寝
台 に よ る裁断」 的批 判 を受け る。 そ して結 局,非 論理 的 な もの の代 名詞 に され
てし ま う。unequalexchange論 の 登場 か ら現 在 ま で の情 況 は この よ うな もの
ではな か ろ うか。
しか し正統 派 の批 判 は彼 らの 理論 を 正確 に理 解 した うえ での批 判 で はな い。
unequalexchange論 はス ラ ッフ ァ型貿 易 論の 一 種 であ り,そ れ は決 して非 論理
的 な世 界 で はな い。 大切 な ことは,新 しい理 論 に通 説 を対 置 し てそれ を批 判す
るので はな く,彼 らの 問題 提 起を 取込 ん で 自 らを 豊富化 す る こ とで あ る。 本稿
で はunequalexchange論 を 含 め て,広 くス ラ ッフ ァ型貿 易 論 を検討 す る こと
に よって,国 際 価値 論 の 進む べ き方 向 を探 りたい。
1.unequalexchange論 の 問 い か け
unequalexchange論 は 一 体何 を 問 うた のか。 そ の 問い に そ れ は 自ら どの よ
うに答 えてみ せ た のか。 そ れ の描 く世 界が 非 常識 な もの でな いな らば,そ れ に
もっ とは っ き りした 輪 郭 を与 え る ことが で きるはず であ る。 またs国 際 価値 論
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の現実 離 れ した議 論 に飽 き足 らず,そ れ に取 って替わ る こ とを意 図 し てい るに
して も,果 して,そ れ はそ れだ け の優 位性 を主張 し うるものな のか,そ れ が 見
定 め られ ねば な らな い。
unequalexchange論 の い る位 置 を確定 す るた めに,貿 易論 の流 れ に一 瞥 を 加
え てお ぎた い。 貿 易論 は,現 在,新 古典 派,国 際価 値論,ス ラ ッ フ ァ型 貿 易
論 ・unequalexchange論 の三 つ の グルー プに分け る こ とが で きる。 リカー ドウ
(D.Ricardo)か ら ミル(J.S.Mill)を 経 て,ヘ クシ ャー ・オ リー ン理 論(H.U.埋
論)へ 至 る過程 は貿 易論 の完 成 の過 程 であ る,と い うの が,新 占典派 正統 に よ
る一般 的評 価 で あ る。 し か し そ れ は,「 貿 易 の利 益」 とい う リカー ドウ貿 易論
の 一側面 を研 澄 ま してい った にす ぎず,占 典派 の遺 産 の多 くは失 われ た環 とな
った。 そ の最 大 の もの は労働 価値 論 で あ る。 リカー ドウは価値 修 正 の 問題 に悩
み なが ら も,投 下労 働価値 論 を頑 固に 主張 し,そ れ は我 々に,生 産 力 格差 に起
因す る先進 国 と後 進 国 の非 対 称 的な 関 係を 捉 え る鍵 を提供 して くれ た。 しか し
課 題 が 「貿 易の 利益 」 と設 定 され るな らばsそ れ を論 証 す るの に古典 派 の フ レ
ー ムに頼 る必要 は ない。 そ れ に 国際 間 の 生産 力格 差 を語 る必要 もない。 国 内価
格 よ り有 利 な交 易条 件 が与 え られ れば,変 形 曲線の 一点 とよ り高 い社会 的 無差
別 曲線 の… 点 を結 ぶ こ とが で きる。 あ るい は要 素価 格比 率,資 本 ・労 働比 率,
相対 価 格,労 働 配 分,生a=の 間 に成 立 す るス ムー ズな相 互依 存 関係 に基 づ い
て,そ れ を論 証す る こ と もで き る。 しか し この フ レー ムか らは,自 由貿易 の 不
平 等性,先 進 国 と後進 国 の非対 称性 は そ っ く り抜け 落ち,資 源 の 最適 配分 が実
現 され る ことを もって,自 由貿 易 の正 当性 が …面 的 に主張 され る。そ して これ
が 理 論の 発展 とされ るので あ る。
自由貿 易 の調和 性 を疑 うこ とを し ない 新古典 派理 論 とそ れ を生 み 出す現 実 を
批 判す る ことが,国 際価 値論 の 課題 で あ る。 それ を支 え て きたの は,価 値 法 則
の修 正命 題 で あ る。 その核 心 は,貨 幣 の 国民 的価値 は 国民 的生産 力 に反比 例 し
て先進 国 ほ ど小 さい,と い うことにあ る。 国際 間 の貨 幣価 値 の相 違 のた め に,
国民 的 生産 力に比 例 してs先 進 国 の1労 働 と後進 国 の よ り多 くの労働 が,等 し
い 貨幣 表現 を受け て交 換 され る とい う事 態が,貿 易で は存在 す る。後 進 国 は,
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国内で生産す るのに要す る労働量 よ りも少ない労働量で,あ る財貨を先進 国か
ら獲得で きるな らば,貿 易によって利益 を得 ることがで きる。 その とき交換に
与える労働が少なけれぽ少ないほど利益 は大 きい。 しか し後進国はi先 進国の
1労 働の生産物を得るのにs国 民的生産力に反比例 して よ り多 くの労働を与 え
ねばな らないのであ る。 自由貿易の摂理が,資 本主義経済法則を世界市場に貫
徹 させ ることではな くs世 界的平 等を実現す ることであ るならば,先 進国は,
後幽 の・労働と交撫 こ,あ るい暢 労働絞 撫こf国 の・胴 の生動 を
与 え て もよい はず で あ る。 しか し資 本主 義経 済 法則 はそれ を 許 さな い。 それ は
国民 的 生産 力 格差 に比 例 した不 等労 働量 交換 を 要求す るの であ る。 貨 幣価値 の
国民 的 相違 の 内 に資 本 主義 的 国際 分業 に 対 す る批 判 の 言説 を読 み と っ た こ と
にi過 去 の多 岐 にわ た る論 争の成 果 は集 約 され る。 理 論の 次元 を 労働 に 移す こ
とに よっ て 自由貿 易の 不平 等性 を示 し えた こ とは,国 際 価値 論 の成 果 だが,こ
れ か ら先 の領 域 につ い ては,そ れ はほ とん ど未 開拓 であ る。 労働 価 値 論に 立脚
す るな らば,す ぐさ ま価値 と生産価 格 の矛 盾 とい う問題 にぶ ち 当た る。 またr
生産技 術や 分 配関 係 の貿 易 に及 ぼす 影響 につ い て も問 うことは で きない。 さ ら
に 国際 価値 論 は これ まで,生 産 の連 関 を考慮す る こ とな く,輸 出超過 利潤 が 一
般 的 利潤 率 を引上 げ る と考 え てい た。 これ らの ことに対 す る苛 立 ちが,我 国で
のunequalexchange論 の受 容 を呼 んだ の であ る。
unequalexchange論 は,労 働 価値 論 に基 づか な い とい う点 で,ス ラ ッフ ァ型
貿 易論の 一種 で あ る。 だが 両者 の 間 に は次 の よ うな相違 が あ る。 新 古典 派が 生
産関 数の 様 々な性 質を 利用 して,自 由貿 易 の利 益 を論 証す るの に対 して,ス ラ
ッフ ィア ンは 各種 フ ロンテ ィアの双 対性 を駆 使 して,自 由貿 易 の非最 適性 あ る
い は損失 の 可能 性 を導 き出す。 それ に対 してunequalexchange論 はr利 潤 率
の 世界 的 レベ ル での均 等化 を媒 介に して,低 賃金 国 の交 易条 件 の悪 化 を導 く。
これ らの 相違 は次 の よ うに 言い 換 え る こ とが で きる。 貿 易論 の課題 の 一つ は,
二 国 を どの よ うに して リソ クす るか であ る。 国際 価値 論 はそ の媒 体 を労働 に求
め,国 畏 的 生産 力y国 際 価値 生産,貨 幣価 値 の間 に統 一 的 な関 係 を見 出 した。
新 占典 派 が二 国 を繋 く媒介 環 はf需 要供給 に よ って リカー ドウ ・リンボ ー 内に
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決 ま る国際 価 格 であ る。 この点 で は ス ラ ッフ ィアン も新 古典 派 と同様 で あ る
。
相違 は 「貿 易 の利 益」 とい う問題 に対 して,ス ラ ッフ ィア ンは新 占典 派 とは異
な る分析 トゥー ル を用 い て異 な る答 え を出 し た 点 に あ る。 と こ ろ がunequal
exchange論 は利 潤 率 の国際 的 均 等化 に よって 二 国 を 繋 ぐ の で あ る
。 従 っ て
unequalexchange論 の検 討 は,こ の問題 と価値 論 との関 連 の 二 つ の 側 面 か ら
な され ね ばな らな い。
まず 前者 の 問題 か ら検 討 し よ う。 エ マ ニ ュエ ル(A .Emmanuel)の 理論 は次 の
よ うに表わす ことが で き る。 富 国 は 生産財1単 位 の 生産 に 生 産財a
l単 位 と労
働 τ1単位 の投 入を 必要 とし,貧 国は 消費財1単 位 を生産 す るの に 生産 財a,単
位 と労働 τ2単位 を投 入す る。 寓 国 の実 質賃 金 率を 畠,貧 国の それ をb,と し,
消費財 の国際 価 格 を基準 とし た生産 財 の 国際価 格をp,国 際的均 等利 潤 率 を7
とす れ ば・ 両国 の生産 構 造 は次 の 生産価 格方 程 式 で表わ され る。
(1+の(α1ρ+τ ψ、)=カ
(1十r)(α2ρ+z2b2)=1
ここで消 費財価 格 が1に 固定 され て い るの で,う2の 低 下 は,他 の条 件 が不 変 な
らば ・ ρを上 昇 させ ・ 貧 国の交 易条 件 を悪 化 させ る こ とが わか る
。 この よ うな
交 易条 件 の悪 化 は,歴 史 的 要因 に よって規 定 され る賃金 の 国際的 格 差に よって
引 起 こされ る もの であ り,「 本 来の 不 等価交 換」 と呼ば れ る。
これ に対す る新 占典派 か らの 反 論は,交 易条件 が リカー ドウ ・リソボー 内に
あれ ば,両 国 は と もに貿 易 に よ って利益 を得 る ことを繰 返す だけ であ る。 サ ム
ェル ソン(P・A・Samuels・n)は ・ 利潤 率 の 国際的 均 等化 とい うエ マ ニ ュエ ルの想
定 を認 め て も貿 易に よ って利 益が 生 じ る ことを,第1表 の設例 に よ って説 明す
る1)。 しか しそ こで は利潤 率の 国際 的均 等化 は何 の役割 を果 して お らず
,リ カ
ー ドウの モデ ルが 復諦 され てい るにす ぎ な い
。(80,90),(120,100)と い う数
値 に(]+均 等利 潤 率)を 掛け て も,国 内交 換比 率 は リ カ ー ドウの オ リジナル
織 例 と変わらない(シ ステムA,B)・ ポル トガルが ブ ドウ酒に特化 し(2急 ・戦
生軌 イ判 スが服地に特化 し(2吉 戦 生産),交 易条件爾 国交換比 率 の 中
間 に決 まれば(1静 位のブド蠣 と ・告戦 の服地の交換),両 国の瀕 が 増大す
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るの は当 然 であ る(シ ステムA&B)。
しか し世 界的 レベ ルで の利 潤 率 の均 等化 が 意味す るのは ・ 国際取 引 も…国 内
の取 引 と同一 の原理 に よっ て律せ られ る とい うことで あ り・ 両者 を区 別す る比
較 生 産費 説 の世 界 とは異 質 な もの であ る。 この設 例 を用 い・ρ1・ρ2を そ れぞ れ・
ア ウ タル キー 状態 に あ るポ ル トガル とイギ リスに おけ る・ ブ ドウ酒 を基 準に し
た服 地 の相対 価 格,ρTを 利 潤 率 の国 際的 均等 化 に 基 づ い て 取 引 が 行 われ た と
きの,ポ ル トガル の ブ ドウ酒 を基 蜘 こした イ判 スの服地 の相対 価 格 とす れ ば ・
unequalexchangeの 世界1よ,ρ2<ρ ・<ρT(1'""_"…25,ρ ・=o・833,pT=1.25)と
な り,富 国ポ ル トガルが貿 易 に よ り損 失を 蒙 る世 界 であ る。 さ らに この 設例 で
は,サ ムエル ソンの 言 明に もか かわ らず ・ 両 国の賃 金 格差 は表 わ され て お らずs
それ に よって 引起 こされ る 「本 来 の不 等価 交 換」 は 考}ら れ て い な い・1ゑ を
(118)
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ポ ル トガル が ブ ドウ1酒 単 位 の 生 産 に 投 下 す る労 働 量,'β を イ ギ リスが 服 地1
単 位 の 生 産 に 投 下 す る労 働 量,幽 を ポ ル トガ ル の 貨 幣 賃 金 率 ・w$を イ ギ リ




ρT-一一一忽 ・・ 鷹 一
とな り,鞠 〉晦 となれ ば な るほ ど,イ ギ リスの交 易 条件 は悪 化 し,ヵT<加<ρ 、
とい う逆 の事態 も生 まれ る。 比 較 生産費 説 の 世界を 唯 …の 世界 とす るな らば,
貿 易 に よ って一方 の 国に 不利 益 カミ生 じ る よ うな世 界は ・非 翻ll的 醗 想 として
切捨 て られ て し ま う。 しか し彼 らの描 く匿界 は比 較 生産費 説 の 世界 とは別 の 世
界 で あ り,問 題 はそれ が どの よ うな 世界か 見極 め る こ とであ る。
我 国の 国際価値 論 にかか わ る人 々の 姑ll鋤 ～伝纐 偲 考 ・)欄 か らutlequai
exchange論 を批 判す る 中 でsそ れ を 積 極 的に 受け とめ よ うとされ るのが 本 山
美 彦 氏 であ る。 本 山氏 は次 の よ うな モデ ルを呈 示 され る2)。富 国(A国)と 貧 国
(B国)が 生産財1単 位 の 生産 に投 入す る生 産財 と労 働 の量 をa・ う・ 消 費財1単
位 の 生産 に投 入す る生 産 財 と労 働 の量 をe,dと す る。 この生産 係 数は 両 国
に共 通 であ る。 またPを 消費 財価 格 を基準 とし た 生 産財価 格・Rを 一般 的利
潤 率,Tr,Tを 賃金 率 とし,添 字A,β で 圏 を表 わす 。A国 は富 国,B国 は貧 国で
あ るので,両 国 の分 配関 係 ば,1押 〉 レγβ,擢 くRβ とな る。 賃金 は後 払 いの た





とな り,各 式 は それぞ れ 第1図 の よ うなP-1～ 曲線 と し て 表わす こ と がで き
る。 この図 に基 づ いて,新 古典 派 とunequalexchange論 の思 考 の相違 は 次の
よ うrv説 明で きる。 新 古典 派 は世 界 的 レベ ルで の利 潤 率の 均等化 を 否定 し,需
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要 供 給 に よって リカー ドウ ・リンボー 内に 決 ま る国際 価 格(P、)に よって二 国
を リン クす る。 そ うす れ ばPAくjp1<PBと な り,A国 は 生産 財,B国 は 消費
財 に 特 化 し,両 国 と も貿 易に よ って利 潤 率は上 昇す る(RA<珊,RB<RBa)。
これ に対 し て本 山氏はy次 の条 件 を付せ ばunequalexchange論 は正 当化 さ
れ る と考 え られ る。(1)た とえ不利 な貿 易 で もア ウタル キーに戻 れ な い固 定 され
た 国 際分 業が 支 配す る。 ② 多 国籍 企業 の世 界 的 活動 に よって,国 際 的 に 同一 の
生 産技 箭 の採用 と利潤 率 の国際 的 均 等化 が実 現 され る。 これ らの条 件 の下 で描
かれ るunequalexchange論 の 世界 は,国 際 的 に 同一 の 生産 技術 と異な る分配
関 係 に基 づい てs国 際 的 均等 利潤 率が 実現 され る よ うな 水準 に 国際的 価 格が 決
定 され,そ の国 際価 格が 自国 に不利 で も ア ウ タル キ ーに戻 れ ず,貿 易に よ って
不利 益 が 生 じ る世 界 であ る。 利 潤 率の 国際 的 均 等化 を優 先す れ ば,ど の よ うな
財 に 特 化し よ うと も交 易条件 はB国 に 不利 化 し,か つB国 は貿 易 よ り損 失 を蒙
りa貿 易 の 結果 利潤 率 はA国 では上 昇 す るが,B国 で は低 下す る。A国 が 生産
財9B国 が 消費 財 に特化 す るな らば,P凶 くPB<P2,R渦 くR2〈R8と な る。 これ
は,B国 は 自国で 生産す る よ りも高 い価 格 で生産 財 の輸 入 を強 い られ て い る こ
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とを 意味 す る。 逆 にA国 が 消費 財,B国 が 生 産 財 に特化 して も,P3<P1<P8.
RA<R3〈RBと な り,B国 の不 利 な状態 は変 わ らない。 この と きは・B国 は 国
内 で販売 す る よ りも安 い価 格 で 生産財 の輸 出を強 い られ て い るので あ る。 また
この よ うな世 界 では,B国 の低 賃金構 造 が変 わ らない限 り,B国 の生産 力上 昇
の 効果(そ れはR-P曲 線の上方シフ トとして表わす ことがで きる)は,交 易条 件 の
一層 の悪 化 とな り,A国 へ流 出 して し ま う。
以 上 の モデル は新 古典 派 とunequalexchange論 の 思考 の相違 を見 事 に説 ゆ1
し てい る。 しか し果 し て新 古典 派 か らの批 判 をか わ し きれ るであ ろ うか。 新古
典 派 の反 論は,国 際間 の資 本 の 自由移動 の仮定 と国際的 均等 利潤 率 の成 立 は矛
盾す る,つ ま りRA<RBで あ り,国 際 間で 資 本の 自由移動 が行 わ れ るな らば,
A国 の資 本 はす べ てB国 へ 移動 し,B国 で 二財 が ともに 生産 さ れ,A国 資本家
は 利潤 の本 国送 金 を受け るが,RAく1～3の ま まで あ る,と い うことで あ る3)。比
較 生産 費説 の枠 組 を前 提 とす る限 り,こ の批 判は 正 当で あ る。 生産 技術 の国際
的 同一 の仮 定 も同 様 に奇 妙で あ る。 とい うのは,多 国籍 企業 の世 界 的活 動 に よ
って,両 国は 同一 の 生産 技術 を もつ よ うに な る と想 定 され て い るに もかかわ ら
ず,両 国は ア ウタル キーに おい てす でに 同一 の技術 で 生産 を行 ってい るか らで
あ る。 これ らの批 判 は,本 山氏 の付 され た条 件 を考 慮 して も・比 較 生産 費説 的
枠 組 に とど まる限 り,unequalexchange論 の 問題 提起 を生 かす こ とが で きず・
新 占典 派に足 もとをす くわ れ て し ま うこ とを 示 して い る。 この モデル は 国際価
格 を与 え る こ とに よ ってで は な く,国 際的 均 等利潤 率 の成 立 に よって二 国 を リ
ン クす る点 では比 較 生産 費説 とは異 な るが,二 財 を完 備 し た二 国を想 定 し,ア
ウ タル キー とオー プン ・エ コ ノ ミー を貿 易 の利 益 とい う観 点か ら比 較す る とい
う手法 を とってい る点 で比 較生 産費 説 と同 じ 発 想 に 立 っ てい る。 し か しun-
equalexchange論 を この よ うな比 較 生産 費説 の フレー ムで説 明す る こ とに は・
以上 の よ うな無 理 があ る。 世 界的 レベ ルで の利潤 率 の均 等化 は,比 較 生産 費説
的 発 想 の通用 す る世界 とは異 な る世 界 の存 在 を示 し てい る。
すべ ての産 業 部 門 の平 均 的 生産条 件 を備}た 生産 者 に平 均利 潤が 与 え られ る
こ とが,円 滑 な再 生産 の ため の条 件で あ り,均 等 利潤 率 は費用 価 格 の構 成 要素
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の 生産条 件 と実 質 賃金 率 に よって決 ま る。 オー プ ン ・シス テ ムの経 済 で は,費
用 価格 の構成 要 素が,国 内で 生産 され る よ りも貿 易に よって低廉 に獲得 され る
な らば,ア ウ タル キー に くらぺ 利潤 率は上 昇す る。 この とき貿 易 部門 と内需 部
門に は均 等 利潤 率が 保 障 され ね ば な ら な い。 これ が 比 較 生産 費説 の世 界 で あ
る。 これ に対 して,先 進 国が 原料や 食糧 の生 産拠 点 を後 進 国に創 出す る こ とに
よってそ れ らの財 を確保す るな らば,後 進 国に投 下 され た 先進 国 資本 に は先進
国の 他の 賛本 と同 じ均 等利潤 率 が保 障 され ねぽ な らない。 この場 合 には,資 本
が 自由に 移動す る領域 は 国境 の外 に拡 大 して い るので あ り,先 進 国 と後 進 国 と
の 貿 易は比 較 生産 費 の原理 で は な く,利 潤 率均 等 化の 原理 に よって律せ られ る
ゆ
Einequalexchange論 の世 界は,生 産 の組 織 化 とか かわ らせ て理 解す る ことに よ
っては じめ て正 当化 され る。 ミルの 次の 叙述 は そ の典 型で あ る。
「西 イ ソ ド諸 島は,イ ギ リス が 砂 糖,コ ー ヒー,そ の 他二 ,三 の熱 帯産 商品
の 生産を営 む の を便 利 とす る と ころ の 土 地 な の で あ る。 使 用 さ れ て い る資本
は・ す べ て イ ギ リスの資 本 であ る。 産 業 のほ とん ど全 部は イギ リスの使 用 に充
て るため に営 まれ て い る。 主要 商 品 のほ かに はほ とん ど何 の生 産 も行 なわ れ て
いずaま たそ の主 要 商品 はs植 民地 に向 か って輸 出 され,そ の土 地 に住 む人 た
ちに よって消 費 され る ところの諸 種 の もの と交 換 され るため では な くして,イ
ギ リスに住 む所 有者 の 利益 のた めに,イ ギ リスで販 売 され るた め に,イ ギ リス
へ送 致 され るので あ る。 西 イ ン ド諸 島 との貿 易は,そ れ であ るか ら,ほ とん ど
対外 貿 易 とは見 な しが た く,む しろ都 市 と農 村 との あ いだ の取 引に類似 し,国
内 商業 の諸 原理 に した が うもの であ る。植 民 地 におけ る利 潤 率は,イ ギ リスの
利潤 に よ って規 定 され るであ ろ う。 そ の利 潤 の 見込 み ばsイ ギ リスに おけ る と
同 じ ものに対 し,比 較 的に遠 隔 か つ危 険 な事 業 に伴 うと ころ の不利 に対 す る代
償を 加 えた もの ほ ぼ こ うい うもの で なけ れぽ な らない。 そ して これ らの不
利 に対 して掛 酌 を 加え たの ち には,イ ギ リス市場 におけ る西 イ ン ド諸 島 の生産
物の 価値 お よび価 格は,ど の イ ギ リス産商 品 の それ とも同 じ よ うに,生 産 費 に
よ って規 定 され るはず であ る。」4)
ミルは 生産 費 の原 理 を 排 し,「 相 互需 要 の均 等」 を 国際価 値 の決定 原 理 とし
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た がsこ こで は国際 貿 易 を律す る もの として,生 産 費 と利 潤率 を復 活 させ てい
る。 そ れ は生産 の連 関か らみれ ば,西 イ ソ ド諸 島は イ ギ リスの一 部で あ り・そ
の間 の取 引は 国内 と同一 の原理Yよ って律 せ られ るか ら で あ る。unequalex-
change論 が描 い てい るの もこの よ うな世 界 であ る。 そ れ は 比 較生産 費 に基 づ
い て 自動 的 に形成 され る国際 分 業 ではな く,先 進国 に よる生産 の組織 化 に よっ
て形成 され た 国際 分業 を理 論化 した もの であ る。 そ うで あ るな らば,ア ウ タル
キーの 二 国を 前提 し,利 潤 率均等 化 に よって二 国 を リソ クす る とい う比 較 生産
費説 的発 想 に立つ べ きでは な く,先 進 国 に費用 価 格 構成 要素や 奢修 財 を供 給す
る後 進 国,し か も後 進 国 で生産す るの は利 潤 率均 等化 の 原理 に服す る先進 国資
本,と い う分業 編成 が 出発 点 に置か れね ぽ な らない。 生 産の 連関や 生 産技 術に
関す る複i雑な 問題 は残 るが,以 上 をunequalexChange論 の原型 と考c}v7たい。
この よ うな解 釈に対 してi伝 統 的 発想 に 立つ な らば,消 費 財の 生産拠 点 がA
国か ら利 潤 率 の高 いB国 へ 移 され るの で あれ ば,生 産 財 もB国 で 生 産 さ れ る
の で はない か,と い う批 判が な され よ う。 しか しそ の よ うに考}る こ とはで き
ない。 とい うの は,生 産 の組織 化 は,先 進 国の 資 本蓄 積の使 用 価値 的制 限 を外
部世 界 に転 嫁す る こ とを 目的 とした もの であ り・ 国際 間 の利潤 率格差 を動 因 と
して行わ れ る もの で はな いか らであ る。 資 本の 活動 の契機 とな るの は・ 原料や
販売 市場 等 の資 本 に直接 に感 知 され る諸 制 限で あ る。 これ らの 制限 を克 服す る
ため に資 本は 活動 領域 を 国外 に拡 げ るの であ り,そ れ は利 潤 率格 差 に よ って 引
起 こされ るので は ない。 これ らの制 限 を克 服 し うるか 否か は・ 結 局 の ところ利
潤 率 に現 わ れ るに し て も,資 本は彼 我 の利潤 率 を 見較べ て・ 国外活 動を 行 うか
ど うか の選 択 をす るので は ない。 また資 本 とは,新 古典 派 の考 え るよ うな・ そ
の時 々の市 場 条件 に よって 生産拠 点 を変 えた り・ 生 産 の組 合せ を変 えた りし う
る生産 要素 の 集 合体 では な く,固 定性 を もった 生産 有機 体 であ る5)。 だか ら こ
そ 資本 は,固 定 性 を保 持 し た うえ で 様 々の制限 の克 服 に乗 出 す の で あ り,そ
の手段 が 生産 の組 織 化 なの であ る。 そ し て また 世界 市場 は 国境 に よ って区切 ら
れ た,生 産要 素 の 自由移 動 を妨げ る不完全 市 場 で あ る。 それ 故 に後 進 国に生 産
拠 点 を創 出す る とい う作 業は 自動 的 に行わ れ るので はな く・ 市 場 の不 完全 性を
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乗 越 え るべ く・ 外側 に向か って の国 家の役 割 を 必要 とす るの であ る。
本 山氏 の モデ ル では,貿 易の利 益 に対 す る反 証 とし て,交 易条 件 は 必然 的 に
リカー ドウ ・リン ボーを はずれ,B国 は 貿 易 に よ って不利 益 を蒙 る こ とが 力 説
され るが,そ れ は,B国 での 生産 主体 をB国 資 本 と想 定 し,B国 商 品 の相 対価
格を ア ウ タル キー とオー プン ・エ コノ ミー で比較 す る とい う発想を 前提 に して
は じめ て有 効 とな る批 判で あ る。 しか しB国 での 生産 主体 はA国 資 本 であ り
,
それ は は じめか ら オー プン ・エ コノ ミーの下 に置か れ て お り,ア ウタル キ ー と
の比 較 は 問題 に な らな い。 さらにB国 で活 動す るA国 資 本に は本 国 資本 と同 じ
一般 的利 潤率 が保 障 され てお り
,そ の 限 り交 易条 件 の悪 化は 問題 にな らな い。
貿易 の不 平等 性 は,リ カー ドウ ・リン ボーを はずれ る交 易条件 で はな く,偏 侮
的 な国 際 分業構 造 そ の もの に求 め られ るべ きであ る。 この 国際 分業構 造 の下 で
は,生 産 の 起動 点 た る生産 財 部門 はA国 が掌 握 してお り,B国 消 費財 部門 はA
国の 生産 の 従属 変 数 とな る。 もっ と深 刻 な こ とは,A国 の生産 が拡 大 すれ ばす
るほ ど・B国 で生 産 され た消 費財 の うちA国 へ流 出す る割 合 は大 き くな り,A
国の実 質 賃金 は上 昇す るが,B国 の実 質賃 金 は低 く押 え られ,消 費 財価 格 は低
下 し,B国 の犠 牲 の うえに 利 潤率 は上 昇す る とい う事態 の進 行が 一般 的 で あ る
こ とで あ る。B国 の労働 者 が 出稼 ぎ型 労 働 であ るな らば,A国 は労働 力再 生産
費 を 負担 す る必要が な く,B国 労 働 の成 果 をす べ て 手に入れ る こ とが で きる。
unequalexchange論 を 以上 の よ うに理解 す る こ とが で き るな らば
,そ れ は 国
際価 値 論 に対抗 し うる理 論 であ る こ とがわ か る。 マル クス派 貿 易論 に はa国 際
分業 形成 の動 因に つ いて対 照 的 な二つ の考 えが 存在 す る。 …つ はそ の動 囚を 比
較 生産 費 格差 に求 め る考 え であ り,国 際 価値 論 は この 考え に立 つ。 も う一 つ は,
原料,販 売 市場 とい う資本 蓄積 の制 限 を克 服す るた め の先 進国 に よ る生産 の組
織 化 にそ の動 因 を見 出す 考 え であ る。unequalexchange論 は世 界市 場創 出 の こ
の歴 史 的 ・通時 的過 程 を共 時 的論 理 として 示 した もの であ る
。 新 古典 派 理論 を
批 判す る国際価 値論 だ が,国 際 分業 の形成 につ い て はそれ と同 じ発 想 に立 って
い る。 新 古典 派 との断絶 は,労 働 価値 論 に立脚 す るこ とに よってt不 等 労働 量 交
換 とい う事態 を 明か に した こ と と,農 工間 の 生産 力発 展 の不 均 等(国 民的生産力
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格差以上の生産力格差をもつ工業 とそれ以下の生産力格差の農業)か ら・ 先進 園 の 工
業 と後 進 国 の農業 とい う不 平等 な国際 分業 形成 の 必 然性 を導 出す る点 にあ るが,
これ で は後 者 の見解 が 強調す る 「意 図 され た国際 分 業」 とい う史 実を 射程 に 収
め る こ とはで きな い。 国際 価値論 は,た とえ労 働価 値 論 に立 脚 し よ うとも・比
較 生産 費説 的 発想 に立 つ限 り,後 進 国は 先進 国 の一 部に組 込 まれ,両 国の貿 易
は 一 国 内 部 と同一 の原理 に よって律せ られ る とい う世界 を理 論化す る こ とはで
きない。 この 点に関す る限 りunequalexchange論 の 国際価値 論 に対 す る優 越
性 は明か で あ る。
しか し以上 の よ うに解 釈 され たUneqUaleXChangei}命 は・低 開発 国 の現 状を
理 解す るに は過 度 に単純 化 され た理 論 で あ る。unequalexchange論 が描 くの
は,先 進 国 の経 済 循 環 に組 込 まれ た後 進 国 とい う世 界 であ る。 それ は・ 現在 で
は,多 国籍 企業 に よ る国際 分業 の再 編成 を 通 じて増 々際 立った存在 とな ってい
る。 この世 界 に と どま る限 り,後 進 国が発 展 し うる余地 は ない。 そ の ため に は,
後 進 国は先 進 国に 向か う経 済 循環か ら離 脱 しy自 己 回帰 的 な 循環を 創 り出 さね
ぽ な らな い。 先進 国 との 切断 以 外に 発展 の途 は ない とい う主 張が 正 しい の は・
この よ うな 意味 に おい て のみ であ る。 厳密 に 解釈 さ れ たunequalexchange論
の世 界 では従 属 論が 妥 当す る。 そ の典 型 は,ミ ルの叙 述 にみ られ る よ うな植 民
地 体制 で あ る。 植 民地体 制 の下 でi… 国全 体 が先 進 国の経 済 循環 に組 み込 ま
れ てお り,… 国 を全 体 として 従属 と規定 す る ことが で きる。 現 代 の多国 籍企 業
に よ る新 しい 国際 分業 の形 成 は,植 民地体 制 とい う強 力が な く と もそ れ と 同
じ経 済 循 環を 創 出 し うるほ ど生 産 力が 高 ま った こ とを 意 味 す るが,同 時 に,
unequalexchange論 の 世界 か らはず れ る部 分が 拡大 し・ 現代 の低 開発 園を全体
とし て従 属 と塗 り込 め る ことが で きな い ことを 意 味 してい る。 それ か らはずれ
る部分 とは,比 較 生産 費説 の 支 配す る世界 で あ る。 その世 界 で は,国 際 間の 生
産 力 の不 均 等発 展 に よって 国際 分業 の変 化が つね に生 じて い る。低 開発 国 の現
在 の ダイナ ミズ ムは こ こか ら発 して い る♂ 睦 力の 発展 の基盤 を先 進国 にf衣存
し てい るにし て も,こ の二 つ の世 界 の 構造 は全 く異な る。 …方 は外 部世 界 に組
込 まれ た 循環 で あ り,生 産 力上 昇 の効 果は 先進 国に 流 出し・低 開発 国に 発展 の
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余 地 はな い。 他方 は 自己 回帰的 な循 環 であ り,低 開発 国 は生 産 力の 上昇 を 自分
の もの とし うる。 原理 的に 異な る二 つ の世 界 が共存 し,絡 み 合 って い る こ とが.
現在 の低 開発 国 の情 況を 複 雑に してい るの で あ り,そ れ を0つ の世界 に塗 り込
め る ことはで きな い。
さ らに も う一 つ 国際 価値 論 の優 越 性 が あ る。 それ は 国際 間 の価値 比較 とい う
問題 であ る。 労 働価 値 論か ら 自由に な ったunequalexchange論 だが,こ の問題
はunequalexchange論 に と って も検 討す ぺ き課 題 と して残 る。 それ は,こ の奇
形 的 な 国際 分業構 造 に おい て,生 産価 格 と利 潤 を価値(労 働)と 剰 余価値(剰 余労
働)に よ って 根拠 づけ る こ とが で きるか ど うか とい う問題 であ る。 また そ こで
は,先 進 国 と後進 国の労 働が と もに全 体 として価値 形成 に参 加 し てい るの であ
り,国 際 間の価 値比 較 とい う問題 が 残 ってい る。生産価 格 と利 潤 を価値 と剰 余価
値 に よって根拠 づけ る ことが で き るな らぽ,賃 金 の相 反 関係 に よって先 進 国 と
後 進 国の労 働者 は対 抗関 係 にあ るに もか か わ らず,搾 取 の廃絶 とい う点 で は共
同の利 害 に立 つ ことが で き る。 価 値 論 との 関連 は依 然 として重 要 な問題 であ る0
2.国 際価値論の行詰 り
ス ラッフィアンは,"ネ オ ・リカーデ ィアン"と い う別称 が 示す ように,リ
カー ドウの分析 フレー ムを保持す るとともに,価 値論否定の上に立つ とい うs
古典派経済学の肯定 と否定の二面を もってい る。
古典派の価値 論への執着は,そ れが 一般的利潤率確定の起点だか らであ り,
それは単に相対価値 の決定を 目的 とした ものではない。一般的利潤率は 「生産
に とって必要な消費にたいす るこの 生産の比率」δ)によ っ て与え られ るが,そ
れが計算され るためにはs異 質な諸商品が共通の尺度で測定 されねばな らず,
リカー ドウはこの尺度を投下労働 に求め る。 しかし投下労働価値論に立脚 した
ことか ら,利 潤率均等化 の下では,資 本の有機 的構成 と生産期間が異なれば,
相対価値は投下労働 に比例せず,ま た賃金騰貴の結果s相 対価値がどのよ うな
方向に変化す るかを確定で きない,と い う困難が生 じる。利潤率確定のために
はs異 質な諸商品が共通の尺度 で測定 されねばならないが,測 定の手段は価値
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による以外にない。 ところが賃金騰貴の結果価値 が変化す るな らば・同一の商
品群が異な った価値を もつ ことにな り,利 潤率の動 きを確定で きないのであるσ
そ こで リカー ドウは分配の変化か ら独立な 「不変の価値尺度」を求めるのだがs・
生産条件が異なる限 り,一 旦成立 した生産価格 と賃金騰貴に よって不確定な方
向に変化す る生産価格 との乖離 は必然であ り・ どの よ うな商品 もそれ と異な る
生産条件の下で生産された商品の正確な尺度 とはな りえない。 リカー ドウは相
対価値の決定要 因 として,投 下労働量 のほかに分配の変化を認めるが・ 前者に
比して後者の影響は ご く僅かであ るとして,相 対価値 は生産に投下 された労働
量によって決定 され る もの と仮定して議論を進めてい る。それは外国貿 易論で
も同様であ りsス ラ ッフ ィアンが批判す るの もこの点であ る。
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働 量 と両 国 の労働 賦存 量 が 第2表 の状態 で あ る と き,A国 の 商 品1とB国 の
商品2が1対1で 交 換 され るな らば,両 国 の消費 フ ロンテ ィアは貿 易 に よ って
拡大 す る 悌2図 ・初 ンはそれぞれ商品1,商 品2の 消費量を表わす)。 しか し 生産
期 間が 異 な るな らば,相 対価 値 は投 下労 働 に比 例 しな くな る。A国 商品1の 生
産期 間 は5年 であ り・ 他 の 商品 のそ れ は1年 であ る とす る。p、,p、 をそ れ ぞれ
商品1の 価 格・ 商 品2の 価 格,7を 利 潤 率,wを 貨 幣賃 金sと し,ZUは ω、単 位
の 商品1と 晦 単 位 の商 品2か ら成 り1で あ る とす る
。 また添 字A,β で 国を 表














とな りs収 益性 を基準にす るな らぽ,投 下労働次元の貿易の方向 とは逆に,A
国嫡 品2,B国 嫡 品1を 輸出しあ うよ うにな る・ 賜 条件が 静 こ灘 れ
ば27L24〈{鑑 響 り,賜 によってB駒 膿 フ ・ンテ ィアは拡大す るカミ
,
A国 のそれは縮小す る(第3図)。 仮定によ り実質賃金率は不変なので
,消 費の
減少を蒙 るのはA国 の資本家である。 しか し賃金財を構成 す る商品1が 低廉に
獲得され るので,A国 の利潤率は上昇す る。
以上が古典派貿易論に対す るスラ ッフ ィアンの批判だが,問 題は次の点にあ
る。 それは・価値体系か ら価格体系 に移行 しなが ら,価 値体系の諸 前提 と価格
(10s)











体 系 で決 定 され た交 易条 件 に基 づ いて,ア ウ タル キー とオー フ ソ'エ コ ノ ミー
の 韻 フ ・ ソ テ ィア が 描 かれ てい る こ とで あ る.備 体 系 咽 際 価 格2824は
価値 体 系 の リカー ドウ ・リン ボーを はずれ るの で,価 値 体 系 の諸前提 の下 で は
一 方 の 国が貿 易 に よっ て不 利 益 を蒙 るのは 当然 で あ る。 生産 費 と生 産 に対す る
制 約 要 因が与 え られれ ぽ,消 費 フ ロンテ ィアを 描 くことが で きる。 価値体 系 で
は,そ れ らは投 下労 働 と労 働 賦存 量 であ る。 しか し価格 体系 で は・ それ らを 生
産 費 と生 産 の制約 要 因 とす る こ とは で きな い。 価 格体 系 におい て も・価 値体 系
と同 じ く(100,120),('1:1)と8400,7200を それ ぞれ の国の 生産 費 と労働
賦存 量 として 消費 フ ロソテ ィアを 描 くな らば,次 の よ うな不 斉 合が あ る。r商
品 が資 本家 に 費や させ る もの」 と 「商品 の 生産 そ の もの に費や さ れ る もの」と
ぱ異 な る。 前者 は 「資 本の 支 出」 に よ って計 られ,後 者 は 「労 働 の支 出」 に よ
って計 られ る8)。 価 値体 系 にお い て生 産 費 とさ れ た 数値(100,120),(90,80)
は不 払 労働 を含 ん だ 「労 働 の支 出」 を表 わ してい るが,価 格体 系 で の(100w・
12伽),(Sow,80u'}Cw=1)は 不払労 働 を 含 ま な い 「資 本の 支 出」を 表 わ し
てい るだけ であ る。 比 較生産 費 説 にお いて 比較 され るのは,最 終財 の最 終価 格
で あ る。 そ うであ るな らば,価 格体 系 に お い て も,「 商品の 生産 そ の もの に費
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や された もの」が比較されねばな らない。生産費 とは,本 来,資 本家が支払 っ
た 部分であ りs利 潤は資本家が対価な しに手に入れ るものであ り,生 産費を形
成 しない。賃金 と利潤 の このよ うな非対称性は,価 値形成 において資本 と労働
が果す役割の相違 による。すなわ ち労働が価値 の源泉であ りr労 働はそれに支
払われ る以上 の価値 を生み,資 本はそれか らの控除 として無償 で利潤を手に入
れ るのである。 しか し利潤が価値か らの控除 で は な く,「資本の役立 ち」 に対
す る支払 い と考えられ るな らば,価 値形成 におけ る資本 と労働 の役割 の相違は
消失 し,そ の報酬たる利潤 と賃金の非対称性 も見失われ,そ れ らは生産費 とし
て同等の資格を もつ。資本の得 る利潤は平均利潤であ り,そ れ は与 え られた大
きさである ことも,こ の よ うな見方を…層 自然な ものとす る。 この観点か らす
れば,A国 の 生産 費 は161.05と132で あ る。 またB国 の利潤率 を10%と すれ
ば,B国 の生産 費は99と88で あ る。 この生産費に対 して,8400と7200を 生産に
支出し うる予算額 として与 えるならば,ア ウタルキーでの消費 フロンテ ィアが
貿 易によって拡 大す ることが示 され る(第4図)。
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ことがで きる二つの異な る評価 システムであ り・価値は論理的に価格に先行し
てい るとはいえない,こ れが スラッフ ィアソの基本的 考えであ る。そ うである
な らば,価 値体系か ら価格体系に移行しなが ら・投下労働をそのまま生産費 と
す ることはで きないはずであ る。さ らにその立場を国際貿 易に適用すれば・次
の よ うに言 うぺ きであろ う。価値次元での比較優位 と生産価格次元でのそれは
一致せず,資 本家の行動の指針 となるのは後者であ る。交 易条件が生産価格体
系の リソボー内にあれば,賜 に よって利益カミ生まれ る・貿易の方向 と利益の
判断には価値は腰 である,と.し かし問題 は・価値体系か ら価格体系への移
行を論理的に説 明で きるか否か,価 格体系か ら 「生産価格の背後にあって究極
においてそれを規制す る もの」9)としての価値を取 出す こ とが で きるか否かで
あ る。 スラッフ ィアンは,価 値 での交換 と生産価格での交換は ともに現実的な
ものであ り,前 者か ら後者へ の移行に伴い,貿 易によって損失が生 じるかの よ
うに考えてい るが,価 値 と生産価格の関係を この よ うに考えることはで きない。
現実 的なのは生産価格での交換 であ り,問 題は・それ と 「彼の背後で彼か らは
独立な諸関係の力に よって行われ る」「価値規定」10)との論理的関連あ るいは両
者の相互規定関係であ る。そして背後にある価値の国際比較が どの よ うにして
なされ るかであ る。
3.新 古 典 派 の 困 難
ス ラ ッフ ィア ソは 古典 派貿 易論を 批 判す るだけ でな く,さ らに新 古 典派 の 困
難 を 明か に して ゆ く.マ ル クス派 もス ラ ッフ ィアバ ・ と もにM典 派 を批 判
す るがs両 者 の批 判 の仕方 は全 く異 な る。 マル クス派 の批 判は・ 労 働価値 へ と
迂 回す る ことに よっ て,貿 易の利 益 の背 後 に あ る ものに まで突 き進む こ とだが・
ス ラ ッフ ィアンの批 判は,新 古典 派 の諸 カテ ゴ リー そ の ものが成 り立 た ない こ
とを示す こ とであ る。 そ の武器 とな るのが・ 「分 配か ら 独 立 の価値 は な い」 と
い うことで あ り,こ れ は労働 価値 論の否 定 に も使わ れ た両 刃 の剣 で あ る。 本節
で は まず,新 古 典派 の分析 視 角は 古典 派 のそれ とは全 く異 な る こ とを 示 し・ 次
に,ス ラ ッフ ィア ンに よる新古 典派 批 半Uにつ い て述べ る・ そ し撮 後 に・ マノレ
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クス派 の側 か らス ラ ッフ ィア ンに よ る批 判 を どの よ うに評価 すべ きか につ い て
考 えた い。
(1)経 済システムの対称性 と非対称性
新 占典派 とい う名称は,古 典派経 済学の衣鉢を継 ぐことを含意 しているに も
かかわ らず・新古典派の古典派に対す る関係を
,そ の よ うな もの と考えること
はで きない。新 占典派は古典派 に対立 し,そ れ に代替す る理論であ る。 ここで
は・ 古典派の・経済過程におけ る様 々な非対称性の認識が
,新 古典派 では,す
べて対称性に置 き換 えられ ている ことを浮かび上が らせたい
。 古典派を捉えた
問題はs-一 国の発展 と冨は何に依存す るか とい うことであ る。 これに対す る古
典派の解答は・剰余の生産 とその生産的使用であ る。そ して古典派の優 れた点
は・剰余の源泉を生産過 程に求めた ことであ る。生産 の重視は,資 本,労 働,
土地が生漉過 程で どの よ うな関係を と り結び,そ れ らが どの ような役割を果す
かに分析を向かわせ る。そ して生産過程においてそれ らが と り結ぶ関係によ
っ
て,分 配におけ るそれ らの地位 も規定され ることが認識され る。分配におけ る
地位 の相違は・ 坐産手段 の所有 ・非所有に よる ことがわか り,階 級の認識にま
でたど りつ く。剰余を取得す るのは生産 手段 の所 有者であ ることか ら
,諸 階級
の利害 は調和的ではな く,対 立す る ものであ ることも導かれ る。 さらに…国の
長期的な発展傾向を見定め るために,分 配関係の長期的な変 化に問題関心は向
か%そ れを確定す るため にはs分 配され るべ き生産活動の所産が共通の単位
に還元 されねばな らない。 こ うして否応な く価値 とい う難問 と取組 まねば なら
ない。そ して価値 の源泉は労働に一元化 され,投 下労働価値論が 古典派の 「ア
ルキ メデスの起点」 として確 、Zされ る。 新古典派 の問題の立 て方 と進め方は こ
の よ うにはなっていない。
占典派の特徴 はr何 よ りも まず,経 済 システムを 「生産 と消費の循環過程」
として捉 えた ことであ る。換言すれば,古 典派は,資 本主義をsで きるだけ多
くをで ぎるだけ安 く生産す る 「生産のための生産」 とい う視角か ら捉えた。生
産が循環の出発点 と帰結点に置かれ るな らぽ,国 當増進の源泉は,生 産におけ
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る価値形成 とその実現 とい う循環に求め られ る。 そして循環 ・再生産の維持が
価値の決定原理 となる。すなわち,生 産物価値か ら不変資本費用 と労働力再生
産費を差引いた剰 余た る利潤が,資 本価値 に比例 して分配され るよ うに価値が
決定され る。この ことについて リカー ドウは次の よ うに言 う。「この競争 こそは,
諸商品の生産 に必要な労働に対す る賃銀,お よび使 用され る資本をその本来の
能率状態にお くのに要す る他のすべ ての経 費を支払 った後に残 る価値,す なわ
ち利潤が,各 事業 において,使 用され た資本の価値 に比例す るよ うに,諸 商品
の交換価値を調整す るところの ものである。」11)再生産可能性の維持が価値の決
定 原理であるな らば,そ こに需要が介在す る余地はない。価値の決定において
は生産条件 と需要条件が鋏の二枚の刃として対称的に作用す るのではな く,生
産条件に よって価値は決定 され る。 そして生産技術はひとつ与えられれば よく,
投入 と産出の限界的変化は価値 の決 定に必要 ではない。従 ってまた,古 典派 に
おいては,生 産量の変化に伴 って費用が変化 し,価 値 の決定 と産出量の決定が
同時的であ るのではな く,価 値体系 と物量体系は独立であ る。
このよ うな非対称性は,分 配の独 自性に もみてとれ る。Lの 引用か ら もわか
るよ うに,所 与の生産技術の下で価値が決定 され るためには,分 配が与え られ
ねばならない。す なわち分配は価値決定に論理的に先行す る過程なのである。
そ して各生産要素へ の分配は同一の原理に よって律せ られ るのではな く,生 産
過程でそれ らが と り結ぶ諸関係に従 って,分 配において各生産 要素に作用す る
原理は異な る。分配におけ る優先権は労働に与え られ,労 働は労働力再生産費
として賃金を受取る。その大 きさは,歴 史的制度的要因によって,市 場の外部
か ら決定 され る。そ して資本は,価 値生産物か らの控除 として平均利潤を取得
し,土 地は,=豊 度差に応 じて差額地代を受取 る。
「循環」 あるいは 「再生産」 とい う視角 は 古典派の共通の原点 だが,循 環の
推進力については考えは異なる。 この共通点 と相違点は外国貿易の捉え方に も
現われている。 ス ミス(A.Smith)と リカー ドウを取上げ てみ よ う。 ス ミスは
国富増進の基礎を分業に置 き,リ カー ドウは円滑な再生産の条件を一般的利潤
率 に求めた。ス ミスに よれば,分 業が形成され るためには,ま ず市場が存在 し
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なけれ ばな らない。それ は,分 業を引起 こす 原理は交換性向であ り,そ れは市
場の広 さに よって制限 され るか らであ る。 さらに,人 々が特定の業務に専念 し
うるためには,彼 に機械や 原料,生 活必需品を供給 し うるに十分な資財(st。ck♪
が蓄積されていなけ ればな らない。 この二つの条件 に比例 して分業は拡大,深
化す る。資財の蓄積は生産 的労働者の雇用す なわち年生産物が生産的投資に向
け られ る ことに よってな され るが,そ れ は商品交換 のネ ッ トワー クの形成 につ
なが る。つま り剰余価値の資本への転化に比例 して市場は拡大す る。 こ うして
生産的労働 は,資 財の蓄積,市 場の形成,分 業 の発展,国 富増進のすべてを抱
摂す る概念 とな る。そ うすれば,生 産的労働 の雇用におけ る効率が資本投下の
順序の基準 とな り,外 国貿易は最 も非 効率な最終の投下部門に位置づけ られ る。
しか しそれ は国冨増進に積極的な役割 を果す。
ス ミスの描 く資本主義は,'fさ れ た ものがすべて販売 されて市場問題を解
決され,自 然価格の世界にいる ことで満足す る資本主義ではな く,拡 大す る市
場を媒介契機 として巨大な社会的分業を織 りなし,生 産力を極限 まで高め,社
会の最下層にまで 「普遍的富裕」,「一般的豊富」 を浸透 させ ることを使 命とす
る資本主義であ る。 それは生産力発展 の契機た る世界全体の市場の分け取 りを
その 予段 として競争 してい る資本主義であ る。 ス ミスの特徴は,重 商主義のよ
うに,市 場の大 きさは一定であ り,そ の拡大は植民地獲得や通商戦 争に よる以
外にない,と 考えたのではな くyま た リカー ドウのよ うにs市 場は生産によっ
て過不足な く創 り出され,そ の市場規模 で資本主義は満足す る,と 考えたので
もな く,資 本主義は市場を克服すべ き制限 として行動す るが,市 場は蓄積 と自
由な交換に よって無限に拡大す ることがで ぎ,そ して拡大す る市場 こそ生産力
増進 の契機 であ る,と 考えた ところにある。 そして資本投下の順序か らすれば
最 も非効率な外 国貿易の役割 は ここに見出され る。 国富増進の源泉は,価 値の
生産 とその実現 とい う循環にある。外 国貿易は無限の市場を拓 くことに よって,
一国の生産か ら価値実現の困難を取除 き,生 塵者が資本を回収し,引 続 き生産
的労働 を維持す ることを可能 にす る。 このよ うな役割を通 じて外国貿易は生産
力を極限 ま で発展 させ るのであ る(余 剰の捌け口説,生 産力説ユ2))。ミルは外国貿
log)
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易 の効果 は輸 入 に あ るので あ り,輸 出 徐 剰の捌け 口)に そ の効果 を 見 出 してい
る点 で ス ミスは重 商 主義 の残 澤 を とどめ てい る,と 批 判す るが13),こ れ は ス ミ
スの真意 を捉 えて いな い。 決定 的 な こ とは,ス ミスにあ っては重 商 主義 と異 な
り,貿 易が 生産 の媒 介 契機 に位 置 づけ ら牙τてい る こと・ す な わちG-一 一
W'-G'フ ォ ミュラーか らP-W'一 一_G'・G--W…Pフ ォ ミ ュ ラ ーへ の分 析視 角
の転換 であ る。 そ れに よ って,経 済 の真 の均衡 は 生産 と消 費 の均衡 で あ り,重
商主 義 の 目的で あ る輸 出超過(W'_,G'>G-一 一YV}は,そ れ が 収入部 分 を趨 え資 本
価値 に食 込む な らば,年 々の拡大 再 生産 を妨 げ る こ とが 明 か とな る。 ス ミス と
リカー ドウ ・ミル との 相違 は,こ の媒 介契機 の生 産に 及ぼす 作 用 を市 場問題 と
して捉 え るか,労 働 の節 約 とし て提 え るか の 相違 で あ る。
ス ミスは 外 国貿 易 の国富 増 進 に及 ぼす影 響 を市 場 問題 とい う側 面か ら捉 え た
が,リ カー ドウにお い ては市 場 問題 は 消失す る。 リカー ドウに あ っては,循 環
の 円滑 な進行 は初 発 に おい て生 産 が行 われ るか否 か にかか ってい る。 生産 が遂
行 され れ ば,生 産 され た価値 が 収入 として分 配 され・ それ が需 要 を形成 し商 品
の購 買 に向 か うことに困難 は な い。 こ うしてす べ て は 生産 の動 因た る一 般的 利
潤 率 に集 約 され る。 そ してそ の 水準 は,一 国が土 地 収穫逓 減 の作用 か ら どの 程
度遠 ざか ってい るか に依 存す る。 市 場 問題 が 消失 した結果 ・外 国貿 易 は ス ミス
と異 な り,効 率 とい う側 面 か ら捉ii..られ る。す なわ ち貿 易の利 益は・ あ る財 を
岡 内 でfす るよ りも,輸 入 に よって低廉 に獲得 し うる点 に見 出され,外 国貿
易は 技術 選択 の 問題 とな る。 「商 人が 彼 らの資 本 を外 国貿 易 ま た は 運 送 業 に使
用す るば あ いに は,そ れ はつ ね に選 択か らであ って・ け っ して 必要 か らで ぱ な
い」14)。そ して低 廉 に獲 得 され る商 品 が 賃金 財で あれば,賃 金 低下,利 潤率 上
昇 を通 じてsま た それ が奢 修財で あれ ぽ,資 本家 の 消費 フ ァン ドを節 約 し,蓄
積 フ ァソ ドを 増大 させ る こ とに よって,資 本 蓄 積が 促進 され る。 貿 易 の所 得 分
配 に及 ぼす 影響 も,生 産 要 素 に対 す る需 要 の変 化 では な くs生 産 条件 の変化 に
よ って説 明 され る。
基 本 的分 析視 角を 「循 環」 あ るい は 「再 生産」 に据 えた こ とが,古 典派 の最
大 の特徴 で あ る。 ス ミス と リカー ドウの相違 は,循 環 の ク リテ ィカル ・モ メン
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トを 何 に求 め るか の相違 であ る。 ス ミスはそれ を市場 に求 め,リ カー ドウは利
潤 率 に求 めた。 そ して重 要 な ことはs古 典 派 の世界 ではsあ らゆ る部 面 で非 対
称性 が支 配す る ことで あ る。 生産 関 係 にお い て,生 産 過程 で資 本 と労働 が果す
役割 にお い て・ 価値 の決 定 に関 し て生産 条 件 と需要 条 件が 果 す役割 にお い て,
分 配の価 値決 定 に対 す る先 行関 係 にお い て,各 生 産要 素へ の 分配 を決定 す る原
理 にお い て3そ れ は存 在す る。 さ らに国 々の関 係に お い て も,国 民 的 生産 力格
差 に起 因す る非 対称 性 が存 在 す る。 古典 派 の世 界 で は,経 済 の構 成 要素 が対 称
性 を もつが 故 に均 衡 が存在 す るの では な く,そ れ らが非 対称 性 を内包 して い る
に もか か わ らず・ 社 会は ま とま りを もっ てい るの であ る。 社会 にま とま りを 学
え る ものの説 明 は別 に用 意 され ね ばな らない。 経済 過 程全 体 に ゆ きわ た る非対
称 性 は,新 古典派 に よ ってす べ て対 称 性 に置 き換 え られ て ゆ く。
古 典 派 の 「アル キ メデ スの 起点」 た る労働 価値 論は,資 本 と労働 の利害 の対
立 とい う深 刻 な問題 を表現 して い る と と もに,有 機 的構成 と生 産期澗 が異 な る
な らば・ 相対 価値 は 投下 労働 に比 例 しな い とい うこれ また深 刻 な困難 を含 んで
い る。 そ して資本 と労 働 の対 立 が理 論の上 に 表わ され るだけ で な く
,現 実 の も
の とな った1820年 代 後 半以 降sそ の 困難 を理 由に労 働 価値 論 を否定 し
,資 本 と
労働 の対 立 を理 論 の上 か ら消 し去 り,資 本主 義 の内 奥 に 分け 入ろ うとす る こ と
か ら 自由にな る こ とが ・ リカー ドウの 同時代 人 の リカー ドウ経 済 学 に対 す る対
応 であ った。 労 働 価値 論 を否 定す れ ば,価 値 の源 泉 を労働 に求 め,利 潤 をそれ
か らの控 除 とす る こ とか ら免れ ,資 本 は そ の役 立ち に よって価 値 を形成 し,そ
れ に対す る報 酬 として利潤 を得 る と い う説 明 が 可 能 とな る。 「資 本 の役 立ち」
は 「制 欲」(シ ー二 。アN.W.Senior),「 監 督賃 金」(ミ ル) ,「 待 忍」(マmシ ャル
A.Marshall)等 々,hな 言 葉 で 表 現 され る。 この よ うな 説 明 ではr生 産 過
程 におけ る資本 と労 働 の役 割 の相違 は見 失われ ・資 本 と労 働 は価値 形 成 に おい
て 同等 の役割 を 果 し,従 って 同等 の資 格 で分 配 に参 加す る と考え られ る
。 す な
わ ち 「生産 要素 の対称 性」15)が支 配す る の で あ る。 それ らの生 産 におけ る役割
と分 配 におけ る資 格 の同等 性か ら生産 関 係 におけ る非 対称 性 も見失 われ る
。 そ
して分 配 関係 は生産 関係 に よ って規定 され るの で はな く,そ れ とかか わ りな く.
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限界 生産力 の よ うな技術 的 要 因に よって決 定 され る と考 え られ る。 さ らにすべ
ての 生産要 素が 対 称的 で あ る と理解 され るな らぽ,資 本 は労働,土 地 と1司じ く
本源 的生産 要 素 と考 え られ,資 本の 背後 には,そA/を 如 何 に して測 定す るか と
い う難 問が 潜 んで い る こ と も気 づ かれ な くな る。
交 換 におけ る平等,対 称 性 を突 き抜け て,生 産過 程 におけ る非 対称性 に まで
行 きつ い た と ころに 古 典派 とマル クスの根源 性 があ る。 しか し交 換 の原理 た る
対 称性 が 生産 要 素に 当 ては め られ る と,そ れ は 生産 要素だけ に とどま らず,経
済 過 程全 体 に対称 性 とい う原理 が 当ては ま る と考 え られ る。 す なわ ち 生産 も生
産 要 素 と最終 生産 物 の交 換 として理解 され る。 そ して分 配 の もつ独 自性 も消失
す る。 古 典派 に お いて は分 配は 価値 決定 に先 立つ独 自の過 程 であ り,そ れ は 市
場 メカ ニズ ムに よ ってで はな く,そ れ を包 む社 会的 制 度要 因に よって,市 場 の
外 部か ら与 え られ る。 しか し新 古典 派 では,そ れ は 生産 要素 の価 格づけ の問題
に還 元 され,市 場 での価 格形成 の一 都に包 摂 され る。 だ がそれ には 次の よ うな
困難 があ る。 マー シ ャル の実 質 生産 費(realc・st)と い う概 念 を取上 げ てみ よ う。
実質 生産 費 は 生産 要素 のあ らゆ る努 力 と犠 牲 に よっ て測 定 され るが,そ れ には,
労働 の努 力 と対 称 的に,資 本家 の待 忍 とい う犠 牲 が 含 まれ る。 しか し利 潤 を待
忍 とい う犠 牲 に よ って説 明す るな らば,そ の価 値 を どの よ うに して測 るか とい
う問題 が生 じ る。 それ を 資本 が 固定 され た 生産 期間 に よ って測 るな らば,資 本
価値 の計 算 とい う問題 が 残 る。 あ るい は犠牲 に した 消費 の価値 で測 るな らば,
消 費財 の価値 が あ らか じめわ か ってい なけれ ばな らず,そ れ は所 得 分 配す なわ
ち賃 金 と利潤 に依 存す る とい う困難 が あ る。 同 じ こ とは 生産 財 の評価 を 消費財
の評価 か ら導 く 「帰 属」(ワ ルラスL.WalraS)と い う考 えに も当 ては ま る16)。
Q;∫(κ,L)と い う生産 関 数 は,新 占典 派 の この よ うな対称 性 の 世界 を集約
的に 表現 した もの であ る。 そ の特 徴 は,経 済 過 程が 古 典派 と異な り,「r生 産 要
索』 か らr消 費 財』 へ 通 ず る一 本道」17)として描か れ てお り,そ して この経 済=
シ ス テ ムが,次 の よ うな ス ムー ズな動 きをす る こ とであ る18)。
(D「 循 環」に代 わ り,要 素価 格 の変 化 と要 素投 入 の変 化の 関係 を表わ すr代
替」 が主 要 な役割 を演 ず る。 す なわ ち 低 い 利潤(利 子)率 に は,高 い資 本 ・労
78商 経 論 叢 第2且 巻 第3・4号 (99)
働 比 率が 対応 す る。
② これ は 迂 回生産 あ るい は資 本 深化 を意 味 し,低 い 利 潤 率 に は,高 い 資
本 ・産 出量 比 率が 対 応す る。
③ そ して また 低 い利潤 率 には,高 い1人 当 り消 費が 対 応す る。
(4)生 産 要素 に対す る報酬 は,限 界 生産 物 と生 塵物 価 格 に よって決 定 され る。
ここで は,既 に述べ た 生産 要素 の対 称 性が 支 配 して お り,生 産過 程 で の資 本 と
労働 の役 割 の相違,分 配 におけ るそれ らの地位 の違 いは 消失 してい る。
H・0・ 理 論 もこの よ うな対 称性 の世 界 に 依拠 して い る。 一 次 同次 の生 産 関数
を前 提 し,生 産 関数 は 両国 に共通 で,生 産 要 素は 国際 的 に同質 であ る とす る。
また 完全 競 争 と資源 の完全利 用 を前 提 し,perverseな 事態 をすべ て排除 す るな
らば,資 本 ・労働 比率(々'=κ ゴ/L置(ゴ===1,2))は要 素価 格比 率@/r)の 単 調増 加
関数 とな り,生 産物 の相 対 価 格(ρ2/ρエ)は 要 素価 格比 率 の単 調減 少関 数 とな る
(瓦・L;は それぞれi財 の生産に用いられ る資本と労働の量,1{,は 賃金sプ は利子rρ 、
は労働集約財の価格,p・ は資本集約財の価格を表わす)。 要 素賦存 状態 の 異 な る二 国
を考 え れ ば ・ 労 働 豊寓 国(X国 〉は 労 働 集 約財 に,資 本豊 富 国(Y国)は 資 本
集 約財 に比 較優 位 を もつ。 そ して両 国 と も完全 特 化 でな いな らば,貿 易 の結果
相対 価 格 は一致 し,最 適資 本 ・労働 比率 も一 致す る。 一 次 同 次の 生産 関数 では.
限界 生産 物 は資 本 ・労働 比 率 のみ に依 存す るの で,両 国の賃 金,利 潤 は絶対 水
準 に おい て も等 し くな る こ とが導 かれ る。
理 論 の諸 前提 を認 めれ ば,な るほ ど完壁 な 論 証で あ る。 しか し新 古典 派 の基
盤 はそれ ほ ど堅固な もので は ない。 それ に新 古典 派 が,古 典 派 の豊 富 な遺 産 の
す べ てを よ り高次の 次元 で汲 上げ てい るわけ で もな い。
リカー ドウは比 較 優位 の存 在(国 際間の生産 力格差)を 前提 して お り,な ぜ 比
較優位 が存 在す るか を説 明 してい ない 点 で不十 分 であ り,そ の原 因を 要 素賦存
量の 相違 に求 めた と ころにH・0・ 理 論 の功 績が あ る とされ る。 しか し これ は 問,
題 の 先送 りにす ぎな い。 国際 間 の生 産 力格差 が比 較優 位 の 原因 の説 明 に な って
いな い のであれ ば,要 素 賦存 量 を挙 げ て もそれ は 同 じであ る。well-behavedな




なるのはほ とん ど自明である。生産力(技 術)格 差が な くと も・ なおかつ比較
優位が生 じる原因として要素賦存状態の差異を指摘 した ところに・H・0・ 理論
の意義があ る,と いわれ るが,逆 であ る。H・0・理論 が 期待す るよ うな・要素
賦存状態の差異に応じた比較優位が実現 され るためには,国 際間の生産力格差
は捨象され る必要があるのであ る。 生産関数あ るいは生産要素の質が 国際的)r
異な るとい う形で生産力格差を導入すれ ば,要 素賦存状態 とは逆の貿易パ ター
ソと要素価格の不均等が現われ る。つ ま り理論の必要上か ら・ 国際間の生産力
格差が消し去 られ,代 わ って要素賦存状態の差異が持込 まれているのである。
問題 は,そ の結果,国 々の関係において も,非 対称性が対称性に置 き換え られ
ていることであ る。その根源は生産要素の対称性の支配にある。古典派は労働
価値の次元か ら,生 産力格差に起因す る非対称性を捉 えて いたが・H・O・ 理論
では,そ のよ うな ことは語 られない。資本が労働 と同じ く自然の単位で測 られ
た本源的生産要素だ と考え られ るな らば,国 々をそれ らの存在量の相対比率で
比較す ることに違和感はない。 そして,要 素価格比率・相対価格・資本 ●労働
比率,限 界生産 力が規則 正し く対応させ られ るな らば,要 素価格の絶対的均等
化 までは一本道であ る。
非対称性の消失はs次 の ことに も現われてい る。 ス ミス・ リカー ドウは とも
r農 業に特別の意義を認めている。 ス ミスにあ っては,農 業は資本の第一の投
下=部門である。農業余剰に よって工業が興され,工 業は農業 に生産手段を提供
し生産力を高めるだけ でな く,農 産物に市場 を提供す る。農業 と工業の このよ
うな均斉成長に よって形成 された国民経済が理想であ り,外 国貿易は この国民
経済に対 して無尽蔵の市場を開放す ることに よって・再生産に無限の弾力性を
与える ものである。そしてそれによって生産規模が拡大され るだけでな く,生
産構造その ものが拡大再生産され る。 リカー ドウは農業の特殊性を利潤 に対す
る制限要因 とい う点に見 出した。そして外国貿易は低廉な賃金財の輸入 とい う
役割を負わされ,そ れ は農業の生産技術 の改善に代替す る。すべ ての財の生産
には労働が投入されねばな らず,労 働力が再生産されなければ,す ぺての部門
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の生産は停止す る。労働力の再 生産を担 うのは
,農 業に代表され る賃金 財生産
部門であ り・農業が実質賃金率以上 の穀物を提供 しえて労働力の再生産は可能
とな りs剰 余 も生産され る。農業が社会的分業全体 の基軸たるのは
,以 上 の理
由による。
財の重要性は,経 済過 程におけ るそれ らの連鎖の関係に よって異なる
。すべ
ての財に連鎖 している財が基礎財であ り,農 業はその代表であ る。 しか し経済
過程が・生産要素か ら最終 財への一・方通行 と考えられ るな らば,財 の このよ う
な区別はなされず・財は要素集約度において区別され る。 しか も生産要 素の対
称性が支配す るな らば,各 国が 豊富に存在す る生産 要素を集約的に含む財を輸
出しあ う限 り,そ れ らの間に優劣はない。それ らの財が取引 され るならば
,所
得格差はな くなる。 占典派においては,財 の意義は,そ れが経済循環において
占める地位に よって異なる。 それ故に リカー ドウは,イ ギ リスの工業に賃金財
を供給す る後進国農業 とい う非対称的な貿易に特別の意義を 艇えたのであ る。
しか しH・0・ 理論ではsこ のよ うな貿 易も要 索賦存状態に適合 した
,し か もそ
れ によって所得の平等が実現 され る自然な分業だ とされ る。
さらに・経済発展 と外国貿 易の関係について も,両 者の切 り込み方は対照的
であ る。古典派にあっては,経 済発展あるいは資本蓄積 とは
,資 本が次々と投
下部面を とらえて行 くこと,あ るいは一般的利潤率が長期的に低下す ることで
ある。 それ故に外国貿易は,資 本に新 しい投下 部面を拓 く,あ るいは一 国を上
地収穫逓滅の作用か ら遠 ざけ る役割を負わ され る。 これに対 して新 占典派では
y
経済成 長によって・交 易条件あ るいは資源配分が どのよ うに変化す るかに考察
は向け られ る・ 各国が一一様 聯 蚤済成長を行 ってい るならば
,高 成長国ほ ど賜
条 件は悪化す る・ 一様 なあ るいは偏った生産要素の増 大が生 じれば,相 対価格,
最適資本 ・労働比率が不変の ときには,新 しい生産点は……の方向に傾 く,と
いったふ うに であ る。 この よ うな 相違 は,「 循環」対 「交換」
,「非対称性」対
「対称性」 とい う両者の基本的分析視角の相違 に よる
。 投下労働価値論 を維持
す る ことの困難が,新 古典派をして,古 典派に よって非対 称的な もの と認識 さ
れ た経済 システムを対称的な ものに組替える方向に舵を とらせたに して も,こ
(ss) スラ ッフ ァ型貿 易論(D81
の組 替 えは正 しい ことでは ない。 この よ うな 進路変 更 も困難 か ら自由で はない。
② 資本理論と新古典派 の困難
古典派経済学 の伝統 を引 くスラ ッフィアソに よって明かに された新古典派の
決定的困難は,そ れは資本を取扱 いえない,と い うことである。新古典派の対
称性の世界は,資 本を他の生産要素 と同等に取扱 うことに由来 し,そ れはQ=
∫(K.L)と い う生産関数 に よって表現 され る。そ して資本の限界生産力 として
利潤が導 き出される。 この説明が正 しいな らぽ,生 産r段 の所有 ・非所有 とい
う制度的要因に 言及す ることな く,蓄 積 された労働が生産に参 加す る社会…般
の現 象 としてa技 術的要因のみに よって,利 潤を説明し うることになる。 また
経済過程を生産関数に よって表わす ことがで きるならばs社 会は,生 産関数に
かかわる様々な変数の間に成立す るスムーズな相互依存関係に従 って動いてい
る,と 説明し うる ことに もなる。 しかし資本を 自然の単位で測定される もの と
して取扱い,生 産関数に挿入す ることに困難があ るならば,新 古典派の世界は
成 り立たない。
それは リカー ドウを悩 ませた のと同じ問題である。 異質な諸商品か ら成 る資
本を集計す るためには価値に依 らねぽな らないが,価 値 自体利潤 を含んでいる。
それ故に,そ れ 自体利潤を含んだ価値 によって集計 された資本か ら,そ の限界
生産力 として利潤を導 ぎ出す ことは循環論にな る19)。従 って生産関数の資 本が
意味ある概念であるためには,資 本価値 は利潤か ら独立でなければな らない。
しか しすべ ての部門の有機的構成が等し くない限 り,そ れは不可能 である。利
潤か ら独立の資本を考えることがで きないな らば,利 潤率 と生産技術の間に ス
ムーズな関係を想定する ことはできない。 とい うのは,利 潤率が低下した とぎ,
資本投入が増加し,労 働投入が減少す るといえるのは,い かな る相対価格にお
いて も,増 加した資本 と減 少した労働の費用が以前 よ りも低 くなる限 りにおい
てであ り,そ のよ うになるのは,資 本価値 が利潤か ら独立性を保 ってい る限 り
においてであ るか らであ る。利潤率 と相対価格の関係について も同様 である。
利潤率が低下 した結果,資 本集約財の方が労働集約財 よ りも生産費節約の効果
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が大 きくs後 者で測 った前者の相対価格が低下す るのは,資 本価値が利潤率 の
変化か ら独立 の場合だげである。例 えば,利 潤率低下の結果,そ れに よる生産
費節約の程度を上 回るほ ど資本価値が上昇す るな らば,資 本集約財の相対価格
は逆に上昇す るとい う事態 も生じる。
以上の よ うな新 古典派の難点を明かに した資本論争において最 も精彩のある
場面は,「 技術 の 再切換 え」 と 「資本逆行」である。簡単 に 説明しよ う20)。そ




α,li(仁1,2)は それぞれ生産財,消 費財を1単 位 生産 す るのに必 要な生産財
と労働の投入量を表わす。rを 一般的利潤率,wを 賃金fρ を消費財をニ ュ
メレール とした生産財の価格 とす る。 また賃 金は後払い と仮定す る。 消費財部




と な り,彫 翁1に 応 じ て,こ の 技 術 のw-rtrade-offrelationと,消 費 財 を ニ ュ
メ レ … ル と し た1人 当 り資 本 ㈹ はsそ れ ぞ れ 第5図{a)のa,β,γ の 状 態 とな
る。 そ れ は 彫>1の 場 合 で は 次 の よ うに し て 示 さ れ る◎ 第5図 ㈲ に お い て,利
潤 率 がrの 水 準 に あ り,(W一 ⑳ が1人 当 り利 潤 を 表 わ す こ とか ら,1人 当
り資 本kは,
==一一;亘
とな る。 賃金が低下す るな らば(F、 からF、への移行),有 機的構成 は 生産財部
門の方が消費財部門 よ り高いためs相 対価格が不変な らば,賃 金低下か ら生 じ
る生産費の節 約は,生 産財部門の方が消費財部門 よ りも小 さ くなる。つ ま り生
産財部門は消費財部門 よ り低い利潤率を もつ欠損産業 とな り,消 費財部門は剰

















しなけれ ば な らない。 従 って賃 金低 下 に伴 い1人 当 り資 本価 値 は上 昇す る。






技 術 αと βでは,生 産 財 の生 産 方法 は共 通 で消 費財 の生 産 方法 が 異な ってい るα
また 技術 αではm>1,技 術 βで はm--1で あ り,二 つ の技 術 のw‐rtrade-off
relationは 第6図 の よ うな 状態 に な ってい る とし よ う。 技 術 の 選 択 は 収益性 を
基 準 に して行 われ る。 つ ま り利潤 率 が外 生 的 に与 え られ るな らば,よ り高 い賃
金率 を もた らす 技 術が 選択 され る。0<r<r、 の と きに は 技術 βが 選 択 され,
rl〈r〈r2の と きに は技 術 αが選 択 され る。 ここで は 賃 金低下(利 潤率上昇)が
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第6図 技術の再切換えと資本逆行 労 働 集約 化 を もた ら してお り,こ
"れ はnorma1な 事態 であ る。 と こ
ろが利 潤 率が さら に 上 昇 しr2くr
<Rと な る と,再 び技術 βが用 い
られ るよ うに な る(技 術の再切換え)。
ここでは 賃 金低 下(利 潤率上昇)が
資 本集 約 化を もた らすperverseな
事態 が 生 じて お り,こ れ は資 本逆
行 と呼 ばれ る。 新古典 派理 論 で は,
経 済 過 程 は規 則 正し く推 移す るが,
この よ うな簡 単 な 設例 で も資本 逆
行 とい う不 規 則 な事 態 は 生 じ るの
で あ る(多 数の技術を考 えれ ば,資
本逆行に技術の再切換 えは必 要で は
ない)。 この こ とは,利 潤 率 の変 化
に従 って技 術 を順 序 づけ る こ とが
た で きない こ とを意 味 す る21)
。 すべ
て の部 門の有機 的 構成 が 等 しい と きに 限 り,そ れ は可能 で あ る。 つ ま り,一 般
にs利 潤率 と資本 ・労働 比f,の 間に 単調 な 関 係を 想定す る こ とは で きな い ので
あ る。 また利 潤率 の 変化 に伴 って相対 価 格 の動 きに も断層 が 生 じて お り,そ れ
らの間 に も単調な 関 係は成 り立 た ない 。 同様 の 図を用 い て,利 潤率 と資 本 ・産
出量 比率,1人 当 り消費 の間 に も単調 な関 係が成 り立 た ない こ と,そ してw-r
txade-offrelationが 直線 の と き以 外 は,利 潤 を資 本 の限 界 生産 力 として説 明す
る こ とが で きない こ と も示 され る22)。
資 本理 論 の示 す よ うにa新 古典 派 に とって はperverseな 事態 こ そ が 一 般 的
であ るな らば,H・0・ 理論 は成 立 しえな い。 多数 の資 本財 の投 入 を必 要 とす る
二種 類 の消 費財 を 考 え よ う。H.0.理 論 の単純 な ケー スで は,両 国の 生産技 術
が 同一 な らば,(w/r}x〈{w/7)Yで あ る限 り,一 方 の 国 はつ ね に 一 方 の財 に比
(92)
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較優 位 を もつ と考 え られ るが,こ れ は生産 財 が一 種類 しかな い とき1irYL限り正 し
い にす ぎな い。 生産 財 が多 数 あ る と ぎに は,そ れ は成 り立 た ない。 ス ラ ッフ ァ
(P.Sraffa)に よれ ば,piを 第i品 の生産 価 格,α 〆 ノ=1～n)・1=を ・ 第Z商
品を1単 位 生産す るのに 必要 な 生産 財 と労働 の 投 入量 とす る と・p=は
(α1ψ1十α2ψ2十… 十砺ゴカ")(1十7)十1=w=・ ρ'
で与}ら れ るが,こ の商 品 の生産 手段 を形 成 す る諸 商 品を・ それ ら自身 の 生産
手段 と労 働 に よ って置 き換 え る とい う操作 を無 限 に繰 り返 す な らば,各 種 の 生
産手段 は適 当な 日付 を もった一 系 列 の労働 に 置 き換 え られ る。 す な わ ち1ゴ。を
n年 前 に投 下 され た 労働 量 とすれ ば,
ltw十1ゴ1ω(1十r)十 … 十lxnw(1ト の"十 …=ρ ゴ
とな る。 一 方 の 消費財 は8年 前 に投下 され た20単 位 の労働 量 か ら成 り・ 他方 の




利 潤 率が0か ら25%ま で 変化 す る とき,ρ2/ρ1は 利潤 率 が10か ら9%ま で は 低
下す るが,9%か ら25%ま で は上 昇す る。つ ま り利 潤率 が変 化す る とき,一 方
の財が 他 方の 財に較 べ てつ ね に騰 貴 あ るい は下 落す るの では ない23)。 この こと
を 国際 間 に 適用すれ ば,一 国が 他 国に 較べ てつ ね に相対 的 に低 い利 潤率 と高い
賃 金 に 直面 して い て も,一 方 の国 はつ ね に一 方 の財 に比 較優 位を もつ とはい え
な い。{列え.ぽrx=3%,rY=B%な らば,0.833==(ρ2/ρ1)x>(p2/ρ1)Y二=0.698
とな り,X国 は第1財 に,Y国 は第2財 に 比較 優 位 を もつが ・触=3%・rY=
18%の ときに は,0.833・=(ρ2/ρ1)X〈(ヵ2/ρ1)γ コ1.086と な り,X国 は第2財 にs
Y国 は第1財 に比 較優位 を もつ 。
同一 の 生産技 術 で はな く,技 術選 択 が可 能 な場 合 には,利 潤 率 の変 化に 伴 っ
て生産 技 術 は変化 す るが,そ の 方 向は不 確定 で あ る。 それ だけ でな く,生 産 財
価 格 も不 確 定 な方 向に 変化 す る。 この とき新 しい 生産技 術 の下 で の2財 の価 格
を,新 しい利 潤率,賃 金 率,生 産 財 価 格で 計 算す れ ば,p2がp・ に対 し てつ ね
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),r'VL..以前 よ りも上 昇 してい る,あ るいは 低下 して い る とは い えな い
。 資 本 ・労働
比率 の動 きに つい て も同 様 であ る。 新 しい 賃 金率 と不確定 な方 向 に変 化 した生
産財 価 格 に よ って計 算 され た,変 化 の方 向の不 確定 な新 しい技 術 の下 で の二 財
の資 本 ・労 働比 率 が,古 い技 術 の資 本 ・労働 比 率 に対 して どの よ うな方 向に 変
化 す るか を確 定 す るこ とはで きない。 以上 を ま とめ れ ば,要 素 価 格 比 率,資
本 ・労働 比率,相 対 価 格 の関 係は第7図 の よ うにな り,要 素賦存 状態 と貿 易 パ
ター ンを 一義 的 に関 係づ け る こ とは で きない24)。 また 同一 の相 対価 格 に異 な る
要素価 格比 率 が対 応 し てお り,要 素価 格 均 等化 の命 題 も成 り立 たな い。 これ ら
の こ とはすぺ て,そ もそ も 「分 配 と価 格 とか ら独 立 した測 定 可能 な数 量 として
のs資 本 のい か な る観 念」25)も維 持 しえない ことか ら導 かれ る ことであ る
。
第7図 要棄価格比率,資 本 ・労働比率,相 対価格の一般的な関係
.r　 　 ロい　の　 の ヘ ロロ
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ス ラ ッフ ィア ンが,マ ル クス派 と並 ん で,新 古 典派 に対 す る批 判勢 力 の一翼
と し て定 着 した ことは重要 な こ とだが,ス ラ ッフ ィア ン と マ ル ク ス 派 の 思 考
が 異 な る ことはsそ れ に劣 らず重 要 で あ る。 新 古典 派 批 判 と い う共 通 の 地 下
水脈 を有 してい て も・ 二 つ の流 れ は 合流す る こ と は な い。 ま た マ ル ク ス(K .




ッフ ィア ソは,資 本 とは鉄,石 炭,小 麦 … …等 々の異質 な諸 商 品 の集合 で あ る,
と前提 した うえで,「 資 本を 如何 に して測定す るか」 と い う問題 を 提 起 し て・
新古 典派 を批 判す る。 彼 らは,マ ル クス派 で あれ ば,そ れ に対 して,資 本 とは
貨 幣資 本,生 産資 本,商 品 資 本 とい う様 々な 形態 を通 って行 き,そ の過 程で,
この運動 の制 限 とな る諸契機 を外 部 世界 に転 嫁 しなが ら・ 自分 を維 持 増 殖 す る
価 値 で あ る,と 答}る で あろ う 「資 本 とは何 か」 とい う問い を発す るこ とは な
い。 ス ラ ッフ ィア ンが 問 うの は資 本 の 「如何 に して」 であ る。 それ は・ ス ラ ッ
フ ィアソの課 題 が 物 象的世 界 を理 論 化す る こ とに あ るか らであ る。 資 本 主義社
会 では,人 間 の社会 的 活動 の所 産 は物 象化 され,法 則性 と人 間 に対 す る支 配権
を 獲得す る。 ス ラ ッフ ィア ンの批 判 は,新 古 典派 と同 じ く物 象化 され た世 界 に
とどま り,新 古典 派 の諸 カテ ゴ リーで は この世 界を 捉 え られ ない こ とを 明か に
す る こ とで あ る。 そ してそれ に 代わ って 古典 派 の フレー ムを復権 させ るこ とで
あ る。 新古 典派 と同 じ舞台 で それ と格闘す る こ とに よ って,新 占典 派 に対 して
真 正面 か らの批 判を な し えた こ とは,確 か に ス ラ ッフ ィアソの功 績だ が・ 同時
に,貿 易 の利益 に対 して損失 の可 能性 を 強調 す る とい う発 想に み られ る よ うに・
彼 らの視界 は批 判 の対 象 が設 定 した 問題 に よって画 され て い る。 新 占典派 と同
じ課題 に それ と異な る分 析 トゥー ルで 答}る だ け で は批 判 としては不 十分 で あ
ろ う。
しか し物 象的世 界 の根 源 を 明か にす る,と 問題 を立 て るな らぽ 思考 は異 な る。
マル クスの批 判 はt新 古 典派 の共 有 しえ ない次 元 か らの批 判 で あ る。 人間 の生
産物 の諸 関 係を 究極 の もの と考 え るので はな く・ そ の背 後に 人 間の 社会 関 係を
見出す ところに マル クスの 根源性 が あ る。 労働 価値 論 はそ の理 論的 支柱 で あ り・
譲 渡 しえぬ もので あ る。 媒 介契機 を抜 きに して,生 産 され た 価値 が分 配 され た
結果 だけを みれ ば,利 潤(利 子)は 要 素価 格 とみ な さ れ る。 そ して要 素価 格比
率 と資本 ・労働 比率,相 対 価格 の 間に 単調 な 関係 が 成 り立つ こ とがsH・O・ 理
論に とっては不 可欠 で あ る。 これ を批 判す るのに,利 潤 が 正な らば この単 調 な
関 係 は成 り立 たな い とい う批判 と,利 潤 の源 泉 は剰 余労 働 であ るこ とを 明か に
す る批 判 とは,切 り込 み 方が全 く異 な る。 低 開 発 国が_._..次産晶 の 生産に特 化 し
88商 経…雨億 叢i舞 茎21巻 第3。4号 Cs9)
てい る状態について,新 古典派が,そ れ は要素賦存状態に適合 した 自然な国際
分業であるとい うのに対 して,生 産要素を 自然 の単位で測 って要素集約度や要
素賦存状態を確定す ることはで きず,従 ってあ る財を労働集約財あるいは資本
集約財 と一義的に規定す ることはで きない,そ して要素賦存状態 と貿易パター
ンの間に一義的な関係を確立す ることもで きない,と い う批 判と,そ のよ うな
国際分業 と要素賦存状態 を先天的な もの とす るのではな く,そ の起源を問 う批
判・ さらには労働価値に まで遡及す る批判 との関係について も,そ れは同様で
あ る。 両者は狙 うところが全 く異な る。それは何を問 うているかの違いによる
。
スラ ッフ ィアンの立場からは,物 象化された世界 を分析す ることはで きるが
,
物象化 され た世界その ものの根源を問いsそ れを批判し,非 正当化することは
で ぎない。そのためには物 象的諸関係の起源が 明かにされねばならず,価 値論
は不可欠 であ る。 スラッフ ィアンは物 象的諸関係をそれ以上遡及 しえない もの
とs".7AiC..その根源を問 うことはしない。現実の経済を動か してい るのは物化 さ
れ た諸関係であ り・その捉え方について新古典派の誤謬を明かに した彼 らの功
績は忘れ られ てはならない。 しか しそれ にして もs国 と国 との平等な関係 とは
何か・ を問お うとすれ ば,価 値に こだわ らねばならないのではないか。
さらにス ラッフ ィアンが不要 とす る価値概念 自体が検 討されねばな らない
。
支配T.1働価値論に立ち,価 値 と価格の区 別を市場価格の中に消失させた マルサ
ス(T・R・Malthus)に 対 して,投 下労働価値論に1乞脚し,生 産の難 易に価値形成
の根拠を求めた ことは,リ カー ドウのす ぐれた点 だがf-・ 面的であることも確
かである。 マル クス も批判す るよ うに,リ カー ドウは価値の大 きさのみ に関心
を集中し・価値 の形態を問題に していない。価値は生産それ 自体,具 体的労働
に内在す る概念ではな く,孤 立 した生産者が生産物 の交換を通 じて社会的に結
合 され るとい う社会過程の所産である。価値 の実体たる抽象的人間労働は,二
商品 の等置を前提 して析出され る概 念であ る。
一般的に言えば,価 値は社会的必要労働時間によって規定 され る。つ ま り価
値 とは社会的規定を受けた概念であ り,標 準的生産条件の下で費 された労働が
価値 規定的 となる。 しか し問題 は,そ の生産者が標準的生産者であるか否かは
..
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どのよ うに して判定 され るのか,と い うことであ る。 その判断は流通過程にお
いてなされ る。す なわち生産物が市場で平均利潤を含んだ貨幣額で実現される
か否かによって,そ の判断がなされ る。資本主義では事前にそのよ うな判断を
下す機構は存在 しない。 だが,標 準的生産者に平均利潤が もたらされ るために
は,さ らにその前提条件 として,社 会的需要に一致 した社会的労働の配分が実
現 されていなけれ ばな らない。そ してこの条件が満たされ ているか ど うかが確
められ るの も,市 場での生産物 の販売を通 じてであ る。つ ま り社会的需要に比
して過大な労働がその部門に振 り向け られてい るな らば,そ れが確められ るの
は,生 産物が 「その全体が,ま るでそれが必要な割合で生産 されてで もいるか
のよ うにしか売れ」26)ず,剰 余価値の一部が実現 されない ことを通 じてであ る。
すなわち社会的需要に一致 した労働 配分が実現 されてい ることを前提条件 とし
て,標 準的生産者 の費した労働が価値 を規定す るが,そ の前提条件が実現され
てい るか否か の判断 と標準的生産者 の選定を行 うのは流通過程である。そ うで
あるならば,価 値概念が導出され るためには,流 通が均衡実現的に作用しなけ
ればならない。 そしてそれ は産業 薦環の過程を通 じて,そ のよ うに作用す るの
であ る。
価値 とは均衡的社会的労働 配分のnormで あ る。 そしてそれは生産だけでな
く,流 通 におけ る承認を含ん だ概 念 で ある。流通過程 に お け る貨幣 との等置
(貨幣による承認)に よって,労 働は価値 とな る。価値が流通を含 ん で い るが故
に,そ こに信用や市場の外延的拡延による架空需 要が入 り込む余地があ る。資
本主義で は,利 潤動機に よって,消 費制限を無視 した過剰生産がつねに行われ
るがf過 剰 生産が流通において承認 され る限 り,そ れは進行す る。 信用や市場
の拡延による架空需要は,流 通に入 り込んで過剰生産に承認を与えるのである。
流通はそれ らの力を借 りることがで きる限 り,不 均衡を 累積させ る。 しかし同
時 に,そ れは,実 現問題が顕在化すれば還流か困難 とな り,信 用が収縮 し,流
通が収縮す るとい うルー トを通 じて,生 産に均衡化圧力を与 える。 このよ うな
産業循環 の中で,社 会的労働配分のnounた る価値は事後的に姿を現わす ので
あ る。価値は市場におけ る評価を通 じて生成す る。 そ うであるならぽ,生 産の
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技術的条件か ら価値 を導 き出し,そ れが もう・一つの評価体系たる生産価格を規
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働比率は 醇く柄 くkaと 変化す る)。 その とぎは ま た,利 潤率 と資本 ・産 出量比率(k/q) ,1人
当 り消費(c)の 間に も1司様の単調な関係が成立す る。w-rtree-offrelationの 各点 と"軸 上 の
9点 を結ぶ線分を引けば勾配の絶対値は1人 当 り資本を爽わし,w軸 上 のq点 は1人 当 り産出鍛
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つ ま り1人 当 り資本 は第10図 のFWの 傾 き で 与 え られ る。 この関係は,分 配に関す るどの よう
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23)P.ヌ 、ラ ヅ フ ァ,前 掲 書 第6章0
24)J.S,Metcalfe,LSteedman,HeterogeneousCapitalandtheHeckscher-Qhlin-SamuelsonTheory
ofTrade,inI.Steedmaned.,op.CZt.,に は,perverseな 事 態 が 生 じ る 具 体 的 数 値 例 が 挙 げ ら れ
て い る 。 そ こ で の 数 値 例 で は 要 素 集 約 度 の 逆 転 は 起 こ っ て い な い が,逆 転 が 起 こ る こ と の 方 が よ
り一 般 的 で あ る 。
25)P.ス ラ ッ フ ァ,前 掲 書,訳65ペ ー ジ。
26)『 資 本 論 』 第3巻,原 文S.641,訳821ペ ー ジo
(未 完)
